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2022年度新潟県の予算及び政策等に関する請願 
 

 

新潟県知事 

花角 英世 様 

2022年１月１３日 

 

新 潟 県 保 険 医 会 

会長  井上  正則 

 

【請願の趣旨】 

新型コロナウイルス感染拡大が続く中、「住民および滞在者の安全、健康及び福祉を保持する」という

地方自治の基本原則に基づき、医療、福祉施策を優先する県政となるよう、2022年度の予算編成及び政

策立案にあたり以下の通り請願いたします。 

 

【請願事項】 

[１]保険者としての国保行政について 

１、新型コロナウイルス感染拡大の影響により収入が減少した世帯に対する国民健康保険料の減免措置

を延長し、2022年４月１日～2023年３月３１日に納期限が設定されている保険料についても対象と

すること。 

２、「雇用保険の特定受給資格者または特定理由離職者」を対象とする非自活的失業者に係る国民健康

保険料の軽減措置について、病気やけが等で離職し、求職活動ができない者に対しても同様の減免を

行うよう市町村に働きかけること。 

３、被保険者証の返還命令及び「資格証明書」の発行を行う市町村に対しては、「悪質滞納者」の定義を

厳密に定め、「特別な事情」の有無を確認し、生活困窮者は対象としないよう指導すること。 

４、保険料の引き上げに繋がる県下統一の保険料設定を行わないこと。 

５、自治体間の競争を駆り立てるようなインセンティブ制度（保険者努力支援制度）を中止するよう国

に働きかけること。法定外一般会計繰入については市町村の方針を尊重し、一律に解消を求めたり、

ペナルティを課したりしないこと。 

６、国庫負担金の増額を国に働きかけること。 

７、保険料の算定方式において、子育て支援に逆行する「均等割」を廃止すること。 

８、診療報酬の審査、支払いについて 

（１）市町村が行った医療給付の点検は、民間業者に委託しないこと。「標準点検項目リスト」と診療報

酬明細書の機械的な照合による点検強化を廃し、医師の裁量権を尊重し、患者に必要な医療を保障

すること。また「標準点検項目リスト」は公開すること。 

（２）６ヵ月を超える診療報酬明細書の再審査請求及び６ヵ月以上にわたる診療報酬明細書を一括して

まとめた再審査請求は行わないこと。 

（３）病名漏れが原因で査定となった診療報酬明細書については、保険医療機関が病名漏れを証明でき

る資料を添えて再審査請求を実施した場合、再審査で病名漏れを確認の上「復活」の取り扱いとす

るよう、国保連合会と協議すること。 

（４）被保険者証の回収は保険者の責任であり、未回収による過誤調整については保険者間調整の仕組

みを利用し、保険医療機関に診療報酬明細書の返戻要請をしないこと。 

（５）医療費通知によるトラブルを回避するため、医療機関名を通知しないこと。 

９、オンライン等により請求された保険診療のデータについては、患者のプライバシー保護のため、情
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報が漏れないよう厳格に情報管理を行い、目的外利用は行わないこと。 

 

[２] 保険医療機関及び保険医に対する行政指導について 

１、県と厚生労働省が行う「個別指導」や「共同指導」は、健康保険法第７３条及び国民健康保険法第

４１条等に基づいているにもかかわらず、実際の指導の方法は健康保険法第７８条及び国民健康保

険法第４５条の２等に基づく質問検査が行使されている。この法違反の根拠となっている「指導大綱」

「監査要綱」を根本的に改正することを国に要望すること。 

２、国民健康保険法第４１条による行政指導は、行政当局の質問や検査の行使を伴わない「保険医療の

取り扱い、診療報酬等に関する事項について周知徹底させることを主眼とする」ものとし、行政手続

法第３２条の行政指導の一般原則に基づいて実施すること。 

３、上記１、２の観点から本県の行政指導にあたっては次の事項を実現すること。 

①個別指導、共同指導においては、録音や弁護士の帯同に加え、指導を受ける保険医の希望する医師

の帯同を認めること。 

②個別指導は、指導医療官又は専門科ごとに委嘱された保険指導医が担当すること。（例えば被指導

者が耳鼻科ならば耳鼻科専門医である保険指導医） 

③個別指導の対象患者リストは、全件を１週間前には保険医療機関に信書で連絡すること。 

④関係書類の提示や提出を命ずることが認められていない国民健康保険法第４１条に基づく行政指

導においては、行政側は診療報酬明細書に基づき質問し、保険医が持参した資料に基づいて質問に

答える指導方法に改めること。 

⑤集団的個別指導については、本来の実施方法である「集団部分」２０分程度、「個別部分」２０分

程度の方法で実施し、「個別部分」で当該保険医療機関が高点数となる理由が明白な場合に関して

は、翌々年度の高点数を理由とした個別指導の対象としない運用とすること。 

４、個別指導の実施予定件数を予め設定してから対象医療機関を選定するようなやり方を改めること。 

５、2022 年度集団的個別指導の対象医療機関について、2023 年度引き続き高点数であった場合でも、

2024年度における高点数を理由とする個別指導の対象としないよう求めること。 

６、本県での国民健康保険法第４５条の２に基づく検査（監査）の結果、保険医療機関の指定取消しや

保険医の登録取消しという行政処分を行う場合の処分基準としては、「故意による不正」及び「重大

な過失をしばしば行ったもの」を厳密に適用し、「軽微な過失」「点数表の解釈の違い」「実際に医療

が給付されている場合」などでは行政処分を行わないこと。 

 

[３] 国民健康保険団体連合会の業務監督について 

１、審査委員の任期として、５期１０年、７０歳のルールを厳守するよう、国保連合会を指導すること。 

２、電子請求で提出された診療報酬明細書の摘要欄に電算処理システム用コードの入力がないことをも

って、「記載不備」として機械的な返戻処理を行うことがないよう、国保連合会と協議すること。 

 

[４] 医療保険各法の運用改善について 

医療保険の一元化に当たっては被用者保険を一本化し、①被用者保険、②国民健康保険、③後期高

齢者医療保険、④全額公費、の四本建て医療制度とするよう国に要望すること。 

 

[５] 生活保護行政について 

１、生活保護の医療扶助に対し窓口一部負担金を導入しないことを国に働きかけること。 

２、生活保護医療扶助においても原則マイナンバーカードによる資格確認を行う方針が示されているが、

マイナンバーカードによる運用に限定せず、被保護者ごとに受給者証を交付し、併用できるよう国に

強く働きかけること。 

３、受給者証方式が採用されるまでの間は、医療券・調剤券の交付は月末ではなく速やかに行い、返送
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を医療機関に要請する場合はその費用を自治体で負担するよう、県として各福祉事務所を指導する

こと。 

４、医療扶助の停止、廃止となった場合には、福祉事務所の責任で被保護者証明書を回収するとともに、

速やかに診療を継続している指定医療機関に連絡するよう、各福祉事務所を引き続き指導すること。 

５、医療要否意見書の提出を医療機関の負担で行わせる取り扱いを改め、郵送代を補助対象に含めるよ

う国に財政措置を求めること。 

６、「生保単独」の医療費請求後、遡って「社保併用」に変更した場合は、県が一括して被用者保険と覚

書を締結し、各福祉事務所と保険者との間で過誤調整を行う仕組みを整備するよう国に働きかける

こと。 

 

[６] 医師不足対策について 

１、都道府県間あるいは県内二次医療圏間における深刻な医師の偏在を改めるため、自治医科大学や防

衛医大のシステムを参考に、医師免許取得後一定期間、卒業した医科大学所在地の県か高校を卒業し

た県での就労を義務付ける法的措置を国に働きかけること。 

２、県は本県の深刻な医師不足に対応するため、魚沼基幹病院、2023年の開院予定の県央基幹病院を臨

床研修施設とする新たな医科大学の誘致を行うこと。 

３、2022年度新潟大学医学部「地域枠」について、定員数大幅増の方針が打ち出されている。新潟県の

深刻な医師不足を解消するためには更なる施策が必要であり、同大学の卒業生を含め若手医師の定

着を図るため、以下を実施すること。 

①県内での研修医の数を増大させるため、臨床研修医奨学金の貸与を増額すること。 

②本県での子育てを選択する「新潟モデル」として、病院内保育所施設整備費補助金を拡充し、すべ

ての県立、公立病院において「院内保育」「病児、病後児保育」の態勢を整備して、女性医師や看護

師など女性職員の就労支援を行うこと。また、民間病院の「院内保育」「病後児保育」に対する施設

助成金、運営費補助に県独自で上乗せを行い、施設の環境や保育プログラムの拡充を図り、医師の

利用を促進すること。 

 

[７] 医療供給体制の確立について 

１、公立・公的病院の統廃合や県立病院のあり方、役割の見直しについては、新型コロナウイルス感染

の収束が見通せるまで一旦凍結し、地域の医療が十分に確保されるよう各病院の役割やあり方につ

いて関係自治体や住民と協議を重ねること。 

２、地域医療構想の策定に際しては、県庁所在地型、過疎地型など地域の特性に配慮し、各医療機関の

意見が十分吸い上げられるものとすること。 

３、新型コロナウイルス感染症を含む今後のパンデミックに対応するため、県立病院において感染症に

係る専用病床、専門医の確保を行うこと。 

４、民間病院の施設整備に伴う借入れに対する利子補給を予算化すること。 

５、高度医療機器の共同利用を推進すること。 

６、「小児救急・周産期医療体制の充実」のため、周産期医療センター併設の県立こども病院を県内に設

立すること。 

７、本県で「医療難民」「介護難民」を生じさせないため、介護老人保健施設、特別養護老人ホームの枠

を大幅に拡充すること。特別養護老人ホームの入所判定における「要介護１」「要介護２」の「特例

入所対象者」の考慮については柔軟に対応すること。 

 

[８] 県の医療・福祉政策の拡充について 

１、県は新型コロナウイルス感染拡大を受け、積極的疫学調査対応業務などに従事する保健師を新たに

募集しているが、会計年度任用職員としての採用に過ぎない。常に新たな感染症等の発生は危惧され
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るところであり、保健師の正規採用を増やし、日常的に保健所機能の強化をはかること。 

２、県の子育て支援策の一環として、子ども医療費助成制度を県の事業として再開し、県内に住む全て

の子どもに対して高校を卒業するまで、窓口負担金の全額補助、及び入院時食事療養費助成を「現物

給付」により実施すること。 

３、少子化対策の一環として、妊産婦の医療費助成制度を県の制度として確立し、県内のすべての妊婦

又は出産後１年までの産婦に対して、所得制限なし、窓口負担の全額補助、及び入院時食事療養費助

成を「現物給付」により実施すること。 

４、県障、県親の窓口負担を無料とすること。 

５、国指定の難病に対する一部負担金について、市町村民税非課税等の低所得者及び人工呼吸器装着者

に対する県の補助制度を確立すること。 

６、重度心身障害者医療費助成制度について、精神障害者福祉保健手帳２級所持者まで対象を拡充する

こと。 

７、流行性耳下腺炎を早急に予防接種法による定期接種対象疾患（一類疾病）に位置付けることを国に

働きかけること。 

８、新型コロナウイルスの無料ＰＣＲ等検査事業について、希望者全員が検査を受けられるよう拡充す

ること。また、対象者を問わず実施期間を延長すること。 

９、医療・介護・障害者・保育施設等で働く職員等について、地域の感染拡大傾向や症状の有無等を問

わず、定期的にＰＣＲ検査を行うこと。 

10、地域の病児・病後児保育体制の安定した確保のため、利用者数によって左右される病児・病後児保

育事業の委託費を見直し、県として一定額の支出を行う等の財政支援強化をはかること。また、補助

の拡充を国に働きかけること。 

11、高齢者の補聴器購入費に対する県の補助制度を創設すること。 

12、市町村の実施する３歳児健康診査について、弱視の早期発見に寄与する屈折検査を導入するよう働

きかけると共に、検査機器購入等のための財政支援を行うこと。 

 

[９] 介護保険制度について 

１、介護保険の利用者負担を「原則２割」に引き上げるとしている政府の方針に反対すること。 

２、市町村民税非課税等の低所得高齢者の保険料の減免に関し、県として助成制度を確立すること。 

３、要介護被保険者等のうち市町村民税非課税等の低所得者の利用料の減免に関し、県として助成制度

を確立すると共に、食住費の助成制度も考慮すること。 

 

[１０] 医業に関する税制の改善について 

１、消費税の制度上の改善として、①特定健診、特定保健予防やインフルエンザ等の予防接種について

も非課税とすること。②併せて、医療機関に資産の譲渡を行う納入事業者に対してゼロ税率を適用す

ることにより、医療機関に損税が生じない制度とするよう国に働きかけること。 

２、公益法人、医療法人、会社立及び個人立の医療機関にのみ課税されている、医療に供する不動産及

び償却資産に対する固定資産税を非課税とするよう国に働きかけること。 

３、社会保険診療報酬、労災や自賠責の医療、予防接種などに対する事業税の課税について、県として

反対の立場を表明し、その旨国に働きかけること。 

 

[１１] 柏崎・刈羽原発の再稼動について 

東日本大震災及び東電の福島第一原発事故を教訓として、東京電力柏崎刈羽原子力発電所の再稼動

を了承しないこと。 

 

以上 


